
 

2023 年６月 29 日 

各  位 

 
会  社  名  株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｋ  

代 表 者 名  代表取締役社長  尾 方   馨 

(コード番号 7277 東証プライム) 

問 合 せ 先  総 務 部 長   若 木  功 一 

 (TEL 042‐739‐1471) 

 

上場維持基準の適合に向けた計画書に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021 年 12 月 22 日に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、

その内容を開示しております。つきましては、2023 年３月末時点における計画の進捗状況等につ

いて、下記のとおりお知らせ致します。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の移行基準日時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおりと

なっており、「流通株式時価総額」及び「１日平均売買代金」については基準を充たしておりませ

ん。「流通株式時価総額」については 2022 年３月 25 日に公表しました第 15 次中期経営計画（2022

年４月～2025 年３月）の最終年度 2025 年３月期まで、「１日平均売買代金」については 2024 年

12 月末までに上場維持基準を充たすよう、引き続き各種取組を進めてまいります。 

 

  流通株式数 

(単位) 

流通株式 

時価総額 

(億円) 

流通株式比率 

(％) 

１日平均 

売買代金 

(百万円) 

当社の

状況 

2021 年６月末時点

(移行基準日)※１ 
170,906 単位 72 億円 58.0％ 7 百万円 

2023 年３月末時点 
170,584 単位 

※２ 

43 億円 

※２ 

57.9％ 

※２ 

27 百万円 

※３ 

上場維持基準 20,000 単位 100 億円 35.0％ 20 百万円 

適合状況 

（2023 年３月末時点） 
〇 × 〇 〇 

計画期間  2025 年３月末  2024 年 12 月末 



 

※１ 東証が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を行ったもので

す。 

※２ 東証からの審査結果の通知をもとに記載したものです。 

※３ 当社が 2023 年１～３月の当社の株券等の分布状況をもとに算出を行ったものです。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の実施状況及び評価 

（１）基本方針 

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する施策を迅速・果断に推進す

ることにより、プライム市場上場維持基準への適合を目指してまいります。 

 

（２） 課題及び取組内容  

Ⅰ．流通株式時価総額の充足に向けての取組みの実施状況 

①中期経営計画の着実な実行 

第 15 次中期経営計画においては「企業価値向上の取組み」「新領域への挑戦」及び「ESG

経営の取組み」を重点方針として、各戦略を推進しております。 

「企業価値向上の取組み」としては、国内工場再編による重複コストの解消や生産性

向上を目的として、国内グループ会社の経営統合に向け準備を進めております。また、

「販売・生産・調達のグローバル化」、「人・組織のグローバル化」を推進すべく、組織

の改編及び人事異動（2023 年２月 28 日付「組織の改編及び役員人事等に関するお知ら

せ」及び 2023 年３月 29 日付「役員人事に関するお知らせ」）を実行し、体制整備を進

めております。 

「新領域への挑戦」としては、当社グループの技術、ノウハウを生かした新規事業の

創出に取組み、部品鋳造やロボットの導入支援事業へ参入いたしました。さらに、EV シ

フトに向けた次世代開発の取組みとして、商用車向けディスクブレーキ及び燃費改善・

CO2 削減に向けた中・小型商用車向けエンジンアシストシステムを開発し、冷却・潤滑用

電動ポンプの高圧力・高効率化を推進しました。また、サーマルマネジメント（熱コン

トロール）システムを実現する製品の開発を推進し、株式会社ミクニと共同開発契約を

締結（2023 年３月 28 日付「株式会社ミクニとの共同開発契約の締結に関するお知らせ」）

する等、電動車化へ向けての取組みを行っております。 

今後も引き続き商用車及び建産機メーカーの動向把握に努め、自社開発、業務提携な

どによる新製品の開発、拡販に繋げてまいります。 

「ESG 経営の取組み」としては、CO2 排出量削減を目的として、国内の福島工場だけで

なく、TBKK（タイ）や TBKI（インド）の工場でも太陽光パネルを導入しております。ま

た、働きがいのある職場づくりを目的として「健康経営優良法人」に認定されるととも

に、人材育成方針・社内環境整備方針を策定し、従業員エンゲージメントの向上に取組

んでおります。 

 

 

 



 

②流通株式比率の引き上げについて 

 流通株式時価総額の充足に向け、流通株式比率を引き上げます。具体的には、事業法

人等が所有する当社株式及び持合い株式の縮減を継続的に進めることで、流通株式比率

の向上に取組んでおります。現在 57.9％の流通株式比率を 2025 年３月末までに 65.0％

程度へ引き上げる予定です。現在、持ち合い株式の縮減に向けて、その交渉に着手して

おります。 

 

③コーポレート・ガバナンスの一層の充実について 

コーポレート・ガバナンス強化のため、独立社外取締役を主要な構成員とする任意の 

指名・報酬委員会を設置しております。また、サステナビリティへの全社的な取組みや 

推進戦略に関する立案及び推進体制を強化するために設置されたサステナビリティ推進

室を中心に、サステナビリティに関する各種取組みを行っております。 

2022 年４月以降に実施した主な項目は下記の通りです。 

・サステナビリティ委員会の設置（2022 年７月） 

・人材育成方針及び社内環境整備方針の整備（2023 年３月） 

・健康経営優良法人の認定（2023 年３月） 

・コーポ―レートガバナンス・コードのコンプライ項目の充実（2023 年６月） 

これらの施策により、コーポ―レート・ガバナンスの強化が進んだと考えております。 

 

Ⅱ．１日平均売買代金の充足に向けての取組み 

第 15 次中期経営計画における IR 活動の強化の一環として、決算説明会の実施や投資

家訪問、Web サイトの充実を図るなど、株主や投資家への積極的な情報発信を実施してま

いりました。また、積極的な株主への還元を目的として、配当性向をこれまでの 30％か

ら 40％に引き上げる方針も発表しております。これらが奏功して、2023 年１～３月の１

日平均売買代金が上場維持基準に達するなど、着実に成果が出てきております。今後は、

当社の事業内容への理解をより深めていただくため、さらなる情報発信の充実に努めて

まいります。 

2022 年４月以降に実施した主な項目は下記の通りです。 

・サステナビリティに関するコンテンツの新設 

・新聞記事の掲載（５件） 

・決算説明会の開催及びその動画の Web サイトへの掲載（３回） 

・投資家訪問（10 件） 

・「人とくるまのテクノロジー展」への出展（２回） 

 

上記「１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間」で述べた通り、2021 年６月時点で基

準に適合していなかった２項目は、2023 年３月末の時点では「流通株式時価総額」のみとなって

おり、着実に各種取組みの成果が出ていると考えております。しかしながら現状では、この項目

の基準適合については依然厳しい状況ではあるため、今後も計画書に基づく各種取組を継続し、

プライム市場上場維持基準の適合を目指してまいります。 



 

【株価】 

2023 年３月末の終値：279 円 

2023 年６月 29 日の終値：385 円 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在にお

いて入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としており、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる

可能性があります。 
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第15次中期経営計画
FY2022〜2024

活動スローガン

Challenge to the future
〜未来への挑戦〜

2022年3月25日

株式会社ＴＢＫ
（証券コード︓7277）
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目次 2
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5

6

重点⽅針②新領域への挑戦

重点⽅針③ESG経営の取組み

前中期経営計画の振り返り

第15次中期経営計画について

重点⽅針①企業価値向上の取組み

1 2030年度に目指す当社グループの姿について



3TBK Co., Ltd

2030年度に目指す当社グループの姿について

1



4TBK Co., Ltd

2030年度に目指す当社グループの姿について

経営理念

経営Vision

VISION2030
2030年に目指す姿

「時代の変化に合った価値をスピーディーに創造する企業」
2030年に向けた⾏動原則

「1. Do now 2. Do new 3. Run fast」

TBKの使命
「お客様に喜んで頂く商品をつくり、社会に貢献する。」

TBKの目指す姿
「TBKグループは、社会にとって必要とされる企業であり続け、
顧客満足と価値創造でアジアのリーディングカンパニーを目指す。」

※1

※1︓現在の中⻑期経営ビジョンを経営ビジョンに昇華

100年に⼀度の変⾰期と⾔われる時代において持続的な成⻑を通して社会へ貢献する。

第15次中期経営計画
FY2022〜2024

第16次中期経営計画
FY2025〜2027

第17次中期経営計画
FY2028〜2030
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前中期経営計画の振り返り
第14次中期経営計画 FY2019〜2021

2
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前中期経営計画期間業績の振り返り

2018年度
13次中計最終年度実績

2021年度
業績予想

2021年度
14次中計当初目標 当初目標未達の要因分析

売上高 536億 510億 600〜650億円 市場激変要因以外でも拡販未達

営業利益率 2.8% 1% 5〜7% 北⽶⾚字・中国減速・原材料⾼騰

ROE 3.3% 2.2% 7〜9% 財務体質改善のため、減損実施

世界的な材料費高騰と北⽶業績回復の遅れから、当初目標に未達

2019年度 2020年度 2021年度
業績予想

日本 7.7億 2.6億 3.5億 固定費圧縮するも材料費高騰を補えず
アジア 8.5億 8.1億 8.5億 中国市場の急減速による
北⽶ ▲2.5億 ▲2.7億 ▲6.0億 コロナ影響を契機とする生産混乱
調整 ▲1.0億 ▲1.5億 ▲1.0億

セグメント別営業利益推移
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前中期経営計画期間重点取組みの振り返り

重点⽅針 成果 反省・残課題

収益⼒の強化 新規事業・アフターセールスなど取組みを開始
北⽶事業の⽴て直し
国内事業の収益低下に対する
抜本的な対策

先端技術への対応並びに
開発⼒の強化 ADB開発完了、アシストシステム開発完了 市場投入

収益ソースの拡大
銅川工場の稼働による中国ライニング事業の業容拡大
連結子会社化した「木村可鍛」「サンテック」とのシナジー
効果発揮

国内外での新規事業創出するも
今後の刈り取りに課題

経営インフラの整備 指名・報酬委員会の設置
働き⽅改⾰・⼥性登⽤に着⼿ グローバルマネージメント体制構築

北⽶事業の⿊字化、国内事業の抜本改⾰と新たな収益源の確保が継続的な課題
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第15次中期経営計画について
FY2022〜2024

3



9TBK Co., Ltd

第15次中期経営計画での重点⽅針

プライム市場
上場維持基準適合

企業価値向上の取組み

国内地域戦略 海外地域戦略 財務・資本戦略

新領域への挑戦

EVシフト戦略 新規事業戦略

ESG経営の取組み

ESG戦略

15次中計における重要テーマ

重点⽅針

プライム市場上場維持を目指すための各戦略の加速
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財務指標 非財務指標
ESG経営 マテリアリティ 評価指標 2024年度目標

環境
E

事業を通じた社会と環境へ
の貢献

・CO₂排出総量 ▲15%
(2013年度⽐)

・環境製品開発
（軽量化・電動化）

軽量化ブレーキ質量
▲15%

社会
S

製品品質・労働安全の
維持・向上

・重大品質不具合件数
・重篤災害発生件数 共にゼロ目標

多様性のある人材の
確保・活⽤

・管理職に占める⼥性
・人材育成 ⼥性管理職15%

働きがいのある職場づくり ・健康経営推進 健康経営優良法人
取得

ガバナンス
G

コーポレートガバナンスの
持続的強化

取締役会実効性評価 取締役会実効性
評価点１割アップ

国内・海外のガバナンス
強化

地域統括制度の導入
機能統括制度の導入

評価指標 2024年度目標

売上高 600億円

営業利益 30億円

営業利益率 5%

ROE 8%

流通株式⽐率 65%

流通時価総額 100億円以上

上場維持基準適合に向け

第15次中期経営計画の目標値
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第15次中期経営計画の目標値②
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売上⾼ 営業利益率 ROE

2021年度
業績予想 2024年度目標 差異 到達⼿法

日本 3.5億 12.0億 ＋8.5億 国内工場再編等による合理化、アフターセールスの強化
アジア 8.5億 17.5億 ＋9.0億 前中計期間中に獲得した新規商権・新規事業の収益化
北⽶ ▲6.0億 1.5億 ＋7.5億 主要顧客との関係強化による⿊字化
調整 ▲1.0億 ▲1.0億 国内外協業の促進

セグメント別
営業利益

単位︓億円
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労働人口の減少 自然災害リスク 働き⽅の多様化 サプライチェーン
の混乱

デジタル化の進⾏ モビリティの進化
CASE

世界規模の
脱炭素政策

EVシフトの
加速

2030年度における社会 足元における社会変化

東証新市場区分
スタート

改訂CGコードの
実践

資本市場を取り巻く環境変化

持続的成⻑と中⻑期的な企業価値向上を目
指し、全ての変化に対して柔軟に対応していく。

事業環境の変化に対する基本⽅針

前提となる事業環境の変化
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内燃機関搭載⾞ 電動⾞

前提となる商⽤⾞業界の変化

トラック・バス 販売構成⽐⾒通し 乗⽤⾞ 販売構成⽐⾒通し

※1 内燃機関搭載⾞︓軽油、ガス、CN燃料を使⽤する内燃機関搭載⾞、ハイブリッド⾞（HEV） ※2 電動⾞︓バッテリーEV（BEV）、燃料電池⾞（FCV）等

出所:富士経済「2020年版 HEV、EV関連市場徹底分析調査」を元にTBK作成

 内燃機関の商⽤⾞は2030年央までは高い⽔準を維持すると⾒込み、環境対応商品を投⼊する。
 乗⽤⾞に⽐べ、商⽤⾞の電動化は遅れるものの、電動化に向けた先⾏投資は積極的に⾏う。

商⽤⾞業界の変化に対する対応
百万台 百万台
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重点⽅針①
企業価値向上の取組み

4
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国内地域戦略

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

国内売上⽐率

海外売上⽐率

 国内市場縮⼩に伴い国内売上⽐率は減少。
今後更に海外⽐率が拡大していく。

国内・海外売上⽐率の推移

このような国内市場において、「収益⼒の強化」を
実現する為に既存事業の抜本改⾰を実⾏する。

国内工場再編
・国内会社の経営統合
→重複コストの解消/リソース活⽤

・機能集約による間接人員の削減
・間接部門の生産性向上（ムダの廃止）

TBK

東京精工 ティービーアール
TBK

TBK1社へ経営統合

※15次中計期間中の経営統合を目指す。
具体的な時期は別途開示。

スマートファクトリー化
TBK factory DX 始動

~持続可能な「モノづくり」へ〜

・システムの可視化
・各データのデジタル化
・トレサビリティ再構築

生産の最適化業務のDX化
・最適地での調達と生産により、
収益⼒の向上を⾏う(含む海外)

・DX化の推進により⼀層の
効率化を目指す。
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海外地域戦略

 北⽶事業の⿊字化必達。
 「販売・生産・調達のグローバル化」を浸透させ、

今後の更なる海外⽐率伸⻑に備える為に、
「人・組織のグローバル化」※に挑戦。

地域統括制度の導⼊

日本
地域統括
アジア・北⽶
地域統括

中国
地域統括

 地域統括設置による意思決定の迅速化。
 地域統括内での連携強化。

 タイ・インド・北⽶を含めた海外
ポンプ事業等の統括

 中国国内のブレーキ・ライニング
事業等の統括

 日本国内の工場機能を統括機能統括制度の導⼊
モノづくり機能

管理機能
 各本社機能のグローバル展開に

よりグローバルガバナンスの強化。

・各拠点の位置づけの明確化
北⽶拠点 主要市場である⽶国の生産拠点
タイ拠点 最大の海外生産拠点として海外工場の中心に据え置く

インド拠点 ローコスト生産拠点として貢献
中国拠点 世界最大の商⽤⾞市場としてブレーキ・ライニング事業等を展開

※前中計にて課題のグローバルマネージメント体制
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調達

事業利益

減価償却

配当 20億〜30億40億〜70億

50億〜60億

100億〜120億

成⻑投資 40億〜60億

新規投資 30億〜40億

既存投資 100億〜120億

キャッシュイン

財務・資本戦略①

キャッシュアウト

 M＆Aを含めた戦略的投資

 新規事業を含む新規投資

【投資の基本⽅針】
資本効率の重視

資本コストを上回る
収益の確保目指す

キャッシュの調達と配分のイメージ

※3ヶ年累計

 財務健全性を維持しつつ、既存事業等で創出したキャッシュを成⻑投資・新規投資へ振り向ける。
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配当性向40%を目標

財務・資本戦略②

資本市場との対話の拡充
IR活動の強化
・機関投資家・個人投資家向け対話の拡充
・英文開示やサステナビリティを巡る課題の取組みなどの開示を促進

配当⽅針
・配当性向の従来目標を10%引き上げて積極的な株主還元に努める
 ROE6%以上の場合、配当性向40%の還元
 ROE6%未満の場合、配当性向40%〜80%の還元
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重点⽅針②
新領域への挑戦
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事業戦略について
新領域への挑戦

 事業戦略⽅針
 70年以上培ってきた技術を更に深化させつつ、進化する新技術を組み合わせることによって、

付加価値の高い商品を創出していく。

 重点戦略
1. EVシフト戦略
 主⼒製品の電動化・自動運転無人化への対応
 既存技術 x 新規技術を取り⼊れた電動化新規商品の開発
2. 新規事業戦略
 自動⾞産業で培った技術ノウハウを活かし、ロボット部品や、ソリューション事業

（ロボットSIer）等、更なる挑戦を⾏う
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【開発中】
電動駆動システム

環境対応

BEVHEV

サーマルマネジメントシステム

【開発中】
電動供給ユニット

アシストシステム

新型ブレーキユニット

新型リターダユニット
自動運転

対応
電動化
対応

Natural Gas

FCV

「SAW3.0／4.0」 「ADB2.0／3.0」

EVシフト戦略①

EVシフトに向けた次世代開発の取組み

※1 ※2

※1 Air Wedge BRAKE
※2 Air Disc BRAKE
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(参考形状）

▪ドラムブレーキの⼤幅軽量化によりCO₂削減へ貢献
▪ブレーキの摩耗・温度異常・振動異常等の未然検知により自動運転無⼈化実現へ貢献

SAW3.0

軽量化の追求制御性向上

新型アクチュエータ
「ARC」搭載

※1

運⾏効率化

継続式摩耗センサ
「CWS」機構

※2 SHOEのスリム化

強制冷却装置の付加

新型SAW
既存製品

※3SAW4.0

PM2.5排出抑制

ダスト集塵機能の付加

※1︓Auto adjust Rigidity Cancelling actuatorの略称 ※2︓Continuous Wear Sensorの略称 ※3 グラフはTBK当社⽐較（⾼数値＝優良）

更なる軽量化の追求

SHOEの超スリム化

EVシフト戦略②

既存製品の進化によるEVシフト対応 「新型ブレーキユニット」 2023年前半開発完了
対象︓大型商⽤⾞
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▪⾞両の様々な温度管理要求に最適適合する制御システムの提案
▪電動ポンプを基幹とし、次世代パワートレインへ貢献
▪機械損失・排熱損失低減により燃料・バッテリー消費へ貢献

TMS

冷間始動のバッテリ昇温対策

PTC HEATER連携

冷却最適化

⾞両状態監視

⾼流量・⾼圧⼒タイプ

250-500W・48V対応

電動オイルポンプ

電動ウォータポンプ ※1

※1 サーマルマネジメントシステムの構成はTBKパートナー製品を含みます ※2半導体ヒーター

機能安全性

ISO26262対応

TMS Control Unitによる⾼流量・⾼圧⼒制御

急速充電のバッテリ過熱対策

バッテリ温度均⼀化

EVシフト戦略③

既存製品の進化によるEVシフト対応 「サーマルマネジメントシステム」
2023年前半開発完了

対象︓⼩型商⽤⾞

※2
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新規事業戦略_国内外の新規事業の育成

自動⾞産業に応えてきた技術でロボット産業ニーズに貢献「国内」

マニュファクチャリング技術で
ロボット部品に挑戦

ソリューション事業で
クライアントの生産性向上に貢献

“現場を自働化”で問題解決を目指す

TBKの「新たな取り組み」についてHP内でご紹介しております⇒

アルミ鋳物事業への参⼊「海外」

▪タイ拠点においては乗⽤⾞向け取引も多く、
EV化への早期対応が必要である。

▪アルミ鋳物事業への参⼊により、EV向け製品の
受注獲得を目指す。
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重点⽅針③
ESG経営の取組み
ESG視点への経営を推進

6



26TBK Co., Ltd

サステナビリティへの全社的な取組みや推進戦略に関する⽴案および推進体制を強化するため、
サステナビリティ推進室を2021年12月1日付にて新設。

サステナビリティ基本⽅針
TBKグループは、経営理念に基づいて、すべての社員が事業活動を通じてサステナビリティに関する

マテリアリティ（重要課題）に取り組むことで、持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指します。
サステナビリティの概念図

TBKのサステナビリティについて

事業を通じた社会と環境への貢献

製品品質・労働安全の維持・向上

多様性のある人材の確保・活⽤

働きがいのある職場づくり

コーポレートガバナンスの持続的強化

経営理念

お客様に喜んで頂く

商品をつくり

社会に貢献する
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ｘ

バリューチェーン全体でのCO₂排出量削減を目指す。

自社上流 下流

Scope3 Scope3Scope1 Scope2

直接排出 間接排出 販売した製品の使⽤購⼊した製品・サービス

ESG経営の取組み E︓環境①

製品設計での
CO₂削減（軽量化）

生産工程での
CO₂削減

CO₂フリー電⼒
の購⼊による削減

環境対応・燃料規制
対応製品の使⽤

カテゴリ 1

Scope3

カテゴリ 11

カテゴリ 4/9

物流
カテゴリ 5

廃棄物
カテゴリ 6

出張
カテゴリ 7

通勤

成瀬本社 再エネ導⼊(100%)

※2021年8月より導⼊開始
※CO₂削減量 118t/年

タイ 太陽光パネル導⼊
※2022年3月より本格稼働
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省エネ
改善活動

再エネ
導⼊

海外拠点
活動展開

CO₂フリー電
⼒購⼊

新技術
導⼊

取組みのステップ

Scope2Scope1・3

ESG経営の取組み E︓環境②

2013年度 2021年度 2024年度 2027年度 2030年度
▲

15%削減
(2013年度⽐)

▲

30%削減
(2013年度⽐)

▲

46%削減
(2013年度⽐)

2050年度
▲

カーボンニュートラル
（目標値）

CO₂排出量

CO₂排出削減について︓2030年度までに46%削減を日本目標とする。

①生産工程でのCO₂削減︓年2%削減目標（含む自社Scop3）

②再生可能エネルギー導⼊（太陽光など）

③海外工場を含めたグローバル展開（各国目標反映）
※1

④新技術導⼊

⑤CO₂フリー電⼒の購⼊

2030年目標 ⽐較対象 排出量ゼロ
日本 46% 2013年⽐ 2050年
中国 60-65% 2005年⽐ 2060年
タイ 20% 2005年⽐ 2050年

インド 45% ー 2070年
アメリカ 50-52% 2005年⽐ 2050年

※1 各国削減目標 当社調べ

Scope1

各国目標日本目標

グローバル 各国目標値を目指す
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多様性のある人材の確保・活⽤に向けて

ESG経営の取組み S︓社会/ G︓ガバナンス

働きがいのある職場づくりを目指す

働きがいのある職場づくり

製品品質・労働安全の維持・向上に向けて

健康経営により、社員が仕事に誇りとやりがいを持てる環境づくりを推進。
①ヘルスリテラシーの向上②ワークライフバランスの推進③職場の活性化
健康経営に向けた土台づくり

健康の促進

定着率向上生産性向上

業績向上

目指す
健康サイクル

社員の「個」・多様性を尊重し、その人生を豊かにする育成。

重大品質不具合を発生させない活動。

コーポレートガバナンスの持続的強化
政策保有株式の縮減、後継者育成計画の策定、
取締役会実効性の向上によるガバナンスの確保・高度化
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本資料ご説明にあたっての注意事項

• 本資料に記載されている、将来の業績に関する計画、⾒通し、
戦略などは現在⼊⼿可能な情報に基づき判断したものであり、
リスクや不確実性を含んでおります。

• 実際の業績は、様々な重要な要素により、大きく異なる結果と
なりうることをご承知おき下さい。


